
　　Ｎｏ．１０１　 　　　 H１ ７．１．３１　　 福井県 総務部政策統 計室

平成１４年度福井県民経済計算の概要

１  経済成長率…名目０．６％減、実質０．１％増

　平成１４年度の福 井県の経済 成長率は、

電 気 機 械 の 生 産 が 伸 び た こ と に よ り 製 造

業 の 生 産 が 増 加 し た も の の 、 料 金 引 き 下

げ の 影 響 に よ り 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 の 生

産額が減少したこと などから、名目で０．

６％減となりました 。

な お 、 物 価 変 動 の 影 響 を 除 い た 実 質 で

は０．１％増とプラ スに転じま した。

２  一人当たり県民所得…２，８９４千円　 （ 前 年 度 よ り ０ ． ５ ％ 減 ）
                  
　一人当たり県民所 得は、低金 利の影

響で家計の預貯金利 子の受取分 が減少

したこと、雇用者報 酬が引続き 減少し

たことなどの結果、 前年度を０ .５ ％
下 回 り 、 ２ ， ８ ９ ４ 千 円 （ １ ５ 千 円 減

少）となりました。

　

(注 )な お 、 こ の 数 字 は 、 企 業 や 政 府 機 関 等 の

所 得 も 含 め て 県 の 総 人 口 で 割 っ た も の で

あ り 、 県 民 個 人 の 所 得 水 準 を 表 す も の で

は あ り ま せ ん 。

○県(国)民経済計算主要指標

県 国項　　　目
（ 9 3 S N A、 平 成 7 暦 年 基 準 ） １ ３ 年度 １４年度 １３年度 １４年度

名  目（％） △ 1 . 5 △ 0 . 6 △ 2 . 4 △ 0 . 7経 済 成 長 率       

実  質（％） △ 1 . 4 0 . 1 △ 1 . 2 1 . 2
県 ( 国 ) 内 総 生 産           (億円 ) 3 3 , 0 8 6 3 2 , 8 7 2 5 , 0 0 9 , 2 0 0 4 , 9 7 6 , 4 6 6
県 ( 国 ) 民 所 得           (億円 ) 2 4 , 1 3 6 2 3 , 9 6 2 3 , 6 7 7 , 3 0 1 3 , 6 2 8 , 4 9 9

名  目 (億円 ) 3 3 , 0 8 6 3 2 , 8 7 2 5 , 0 0 9 , 2 0 0 4 , 9 7 6 , 4 6 6県 (国 )内 総 支 出       

実  質 (億円 ) 3 4 , 0 5 4 3 4 , 0 7 4 5 , 3 0 3 , 7 0 3 5 , 3 6 6 , 0 9 0
一 人 当 た り 県 (国 )民 所 得          (千 円 ／ 人 )   2 , 9 0 9 2 , 8 9 4 2 , 8 9 2 2 , 8 4 8

詳しい結果は、福井 県統計情報 システム（ h t t p : / / s t a t . a i n . p r e f . f u k u i . j p /）
統計調査結果「県民 経済計算」 をご覧くだ さい。

（裏面へ）

こ の 資 料 内 容 の 照 会 は 政 策 統 計 室 統 計 分 析 チ ー ム （ 電 話 0 7 7 6 - 2 0 - 0 2 7 1） へ ご 連 絡 く だ さ い 。

一人当たり県民所得の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
年度

千円

経済成長率（実質）の推移

-2

-1

0

1

2

3

4

5

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
年度

％

県 国

http://stat.ain.pref.fukui.jp/


　

３　１０年前と比べてみると（構成比から）
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　　　 　 生　産（帰属利子等控除前）　　　　  　　　　分　　配　　　　　　　　  　　　支　出（名目）
　　　

＜生産＞

生産系列では、一次産業（農林水産業）の割合が半分程度に減少しています。

また、第二次産業（鉱業、製造業、建設業）の比率も５％程度減少し、第三次産業（サービ

ス業、運輸・通信業、電気・ガス・水道業など）の比率が高くなってきていることが分かりま

す。

＜分配＞

分配系列の構成比で特徴的なのは財産所得で、平成４年度の 1割以下に減少しています。
これは平成４年度には、例えば１．８０％（平成４年９月）だった郵便貯金（通常貯金）の利率

が、平成１４年度には０．００５％（平成１４年９月）になるなど、金利が大幅に低下したことが

主な要因です。

＜支出＞

支出系列では、民間最終消費支出と政府最終消費支出の割合が増えています。特に、民間最

終消費支出の割合が過去１０年間で一番高くなっています。

固定資本形成は、民間企業が経営効率化に伴うコスト削減を進める中で、設備投資の縮減や

削減を行ったことにより減少しています。


